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国土政策・地域産業政策の変遷①

１．戦前の国土基盤整備（明治期～戦前）

＜明治期＞

〇東京遷都、廃藩置県（中央集権国家体制の形成）

○殖産興業（各地に官営工場（例：富岡製糸場、

八幡製鉄所）の建設、鉱山開発）
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〇工業化の進展

・第一次世界大戦を契機とした重化学工業の発展

→阪神、京阪、中京、北九州の四大工業地帯が

全国の工業生産額の５割以上

○急増する輸送需要に対応するため、

・長大トンネルの掘削など鉄道網の一層の整備・改良。

・港湾整備と埋立てによる臨海工業地帯の建設。

○道路法、都市計画法などの法体系整備（法律による

都市の整備が行われるようになった。）

○関東大震災（大正12年）からの復興を契機とした土

地区画整理事業

○都市部での住宅難に対する住宅対策の本格化

これらが、戦後の高度成長期における東京及び太平洋ベルト地帯を中心とする一極一軸型

国土構造の基礎となった。

○都市化の進展

・鉄道網の形成とともに、幹線鉄道に沿った都市

の成長、発展。

・人口の急激な増加を背景に、都市は農村の二・

三男等を吸収する形で膨張。特に、東京、大阪、

名古屋、京都、横浜、神戸の六大都市は目覚し

い発展。

＜主な国土基盤整備＞

○東京は近代的な首都を目指した整備。

○全国を結ぶ鉄道網の建設、港湾整備等の国土基盤の

整備。
→

→

＜大正期から昭和初期＞



国土政策・地域産業政策の変遷②

２．地域間の均衡ある発展（1960年代～1970年代）

＜背景＞

いわゆる太平洋ベルト地帯

道央地区
秋田湾地区 八戸地区

仙台湾地区

新潟地区

常磐・郡山地区

富山・高岡地区

鹿島地区

播磨地区

中海地区

周南地区

備後地区
松本・諏訪地区

東駿河地区
東三河地区

岡山県南地区
徳島地区

東予地区

不知火・有明・大牟田地区

日向・延岡地区

大分地区

新産業都市
工業整備特別地域

〇高度成長経済への移行

〇所得倍増計画（太平洋ベルト地帯構想）

→ 地域間格差の発生
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＜政策＞

〇地域間格差を是正するため、拠点開発方式によ

り工業の分散を推進。（重化学コンビナート）

〇新幹線や高速道路等のネットワークを整備し、

大規模開発プロジェクトを推進。

・1962年 全国総合開発計画

新産業都市建設促進法

・1964年 工業整備特別地域整備促進法

・1969年 新全国総合開発計画

・1972年 工業再配置促進法

■ 新産業都市建設促進法に基づき指定された新産業都市及び

工業整備特別地域整備促進法に基づき指定された工業整備

特別地域

※地域統計要覧をもとに国土交通省にて作成



国土政策・地域産業政策の変遷③

３．地方における知識集約化産業の拠点開発（1980年代～1990年代前半）

＜背景＞

〇安定成長経済の到来
〇オイルショック（1973年、1979年）
→ 産業構造の変化
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＜政策＞

〇地域活性化のためには、工業の開発ばかりでなく
多様な産業振興施策の展開が必要であり、地域に
おける知識集約化産業の拠点開発を推進。（エレ
クトロニクス・バイオ・新素材等）

○国際交通機能強化。全国１日交通圏の構築。

○高規格幹線道路網については、地方都市とその周
辺地域等から１時間程度で利用が可能となるよう、
およそ１万４千キロメートルで形成する。

・1977年 第三次全国総合開発計画
・1983年 テクノポリス法

(地方圏のハイテク製造業の立地促進)

・1987年 第四次全国総合開発計画
・1988年 頭脳立地法

(地方圏のソフトウェア等産業支援サービ
ス業の立地促進)

・1988年 多極分散型国土形成促進法
(人口、経済、文化等に関する機能の分散)

・1992年 地方拠点法
(地方圏のオフィス機能の立地促進）

■ テクノポリス地域指定状況

出典：テクノポリス・頭脳立地構想推進の歩み
（ (財)日本立地センター）

道府県名
  1　 帯広圏   4　 オホーツク北網
  2　 千歳・苫小牧   5　 上川中部圏
  3　 函館圏   6　 釧路

青森県   7　 八戸   8　 弘前
岩手県   9　 北上中部  10　三陸
宮城県  11　石巻  12　大崎
秋田県  13　米代川流域  14　雄物川流域
山形県  15　庄内  16  置賜
福島県  17　福島  18　あいづ
茨城県  19　水戸  20　筑西
栃木県  21　栃木県北部  22　栃木県南部
群馬県  23　前橋・高崎  24　東毛
埼玉県  25　本庄
千葉県  26　長生・山武
新潟県  27　長岡  28  上越（指定解除）

富山県  29　富山県西部  30  富山県新川
石川県  31　中能登  32　南加賀
福井県  33　福井県丹南
山梨県  34　甲府圏域  35　富士北麗
長野県  36　飯伊  37　上小

地方拠点都市地域名

北海道

※ 28 上越地方拠点都市地域はH18.12.5に指定解除

道府県名
岐阜県  38　飛騨  39　中濃
静岡県  40　静岡県東部  41　静岡県西部
愛知県  42  東三河  43　豊田みよし
三重県  44　津・松阪  45　伊賀
滋賀県  46　東近江  47　琵琶湖東北部
京都府  48　北近畿
兵庫県  49　播磨  50　但馬
奈良県  51　奈良中和

和歌山県  52　和歌山県田辺・御坊  53　和歌山県橋本
鳥取県  54　鳥取県東部  55　鳥取県中海圏域
島根県  56　出雲・宍道湖・中海  57　浜田・益田
岡山県  58　津山  59　井笠
広島県  60　福山  61　呉
山口県  62　山口県央部  63　周南
徳島県  64　徳島東部
香川県  65　香川中央
愛媛県  66　八幡浜・大洲  67　宇和島圏
高知県  68　なんごく・こうち  69　高知県西南
福岡県  70　久留米  71　福岡県北東部
佐賀県  72　唐津・東松浦  73　佐賀
長崎県  74　長崎県央  75　佐世保
熊本県  76　八代宇城  77　荒尾玉名
大分県  78　大分県北・日田  79　大分県南
宮崎県  80　都城  81　宮崎県北

鹿児島県  82　川内  83　大隅
沖縄県  84　沖縄県北部  85　沖縄県中部
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■ 地方拠点都市地域



国土政策・地域産業政策の変遷④

（１）国内産業の空洞化対策と地域産業の自立的発展に向けた環境整備（1990年代後半～2000年代前半）

〇国際競争の本格化、アジア諸国の急成長、情報化の進
展、産業構造の変化
→国内産業の空洞化の懸念

○産業機械等の資本財、自動車や電気部品等の技術水準
の高い中間財、少量生産・高付加価値型の消費財等の
産業は、アジア諸国と工程間、製品間分業が一層深化
→完成品・部品の輸出入、国内物流や人的交流が増大

４．地域の自立の促進（1990年代後半～）
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＜背景＞

＜政策＞

〇空洞化による産業集積や産地の崩壊を防ぐため、新た
な産業インフラ整備や研究開発環境の高度化等を推進。

〇テクノポリス法、頭脳立地法等で形成されつつある産
業集積を新事業創出の温床として積極活用。

〇世界とりわけアジアを見据えた国際交通拠点の全国適
正配置。

〇基幹的交通体系と地域の交通体系が直結・融合化した
利便性の高い、より高速な国内交通体系の形成。

・1997年 地域産業集積活性化法
・1998年 21世紀の国土のグランドデザイン
・1999年 新事業創出促進法 出典：国土交通省 総合政策局資料

総延長・箇所

高規格幹線道路 10685(km)

新 幹 線 2620(km)

空港（滑走路長
2, 0 0 0 m以上）

66(箇所)

1965 年時点の高速ネットワーク
（東海道新幹線と名神高速）

※平成26年3月末時点

■我が国の高速交通ネットワーク整備の進展



国土政策・地域産業政策の変遷⑤

（２）地域を支える活力ある産業・雇用の創出（2000年代～）

〇企業が海外も含めて工場の立地場所を選択する時代に
変化し、産業振興政策も、地域が自ら考えその魅力を
活かして独自の産業を展開する方向に転換

〇地方分権の必要性の高まり

４．地域の自立の促進（1990年代後半～）
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＜背景＞

＜政策＞
〇自立的に発展する地域社会に向けて、地域が主体的に
行う産業集積の形成・活性化を促進。

〇地域における新事業活動の促進に向けた支援策を展開。

〇東アジアと世界を結ぶ国際交通・情報通信拠点の機能
と、我が国広域ブロックの交流・連携ネットワークの
拠点の機能を有する、総合的、重層的な国際交通・情
報通信体系の構築。

○「対流促進型国土」の形成によるイノベーションの創
出。そのための地域構造として重層的かつ強靱な「コ
ンパクト＋ネットワーク」の形成

・2001年～ 産業クラスター計画、知的クラスター創生
事業、都市エリア産学官連携促進事業

・2005年 新事業活動促進法
・2006年～ 中小ものづくり高度化法、地域資源活用促

進法、農商工等連携促進法、六次産業化・
地産地消法等

・2007年 企業立地促進法、広域活性化法
・2008年 国土形成計画
・2015年 第二次国土形成計画

農山漁村
地域

研究・教育
地域

都市地域

対流

豊かな農林水産資源

対流

対流

ものづくり技術
・商業機能知の集積

＜６次産業化＞
＜農商工連携＞

＜産学連携による
イノベーション＞

＜農林水産業
のICT化＞

＜ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ＞

■第二次国土形成計画で示された「対流」の
イメージ：「個性」と「連携」

海外

海外 海外

対流 対流

対流



【機密性２】
稼げる国土専門委員会 検討事項

計画第１部第３章において示された３つの「国土の基本構想実現のための具体的方向性」の

うち「ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土」において、「我が国が活力を維持、向上

するため、我が国の経済成長を支える『稼げる国土』の形成を進める」とされたことを踏ま

え、地域の独自の個性を活かし、産業の振興を図るために必要な事項について調査する。

具体的には、

①地方都市を中心とした地域発イノベーションの創出、

②大都市圏の整備を通じた地方都市等との重層的な連携、

これらを促進するための知的対流拠点のあり方 等について調査を行うとと

もに、これらを踏まえ、

③生産性を高め、各地域の重層的な対流による「稼げる国土」のあり方

を調査する。

（2016年4月19日 計画推進部会資料より）
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【機密性２】

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

「稼げる国土専門委員会」全体スケジュール（案）

Phase1：地方都市を中心とした地域発イノベーション
Phase2：大都市圏の整備を通じた地方都市等との重層的な連携
Phase3：Phase1及びPhase2の検討成果を踏まえ、生産性を高め、各地域の重層的な対流による

「稼げる国土」のあり方

Phase1

地方都市を中心とした地域発イノベーション

・地域発イノベーションを創出する「知的対流拠点」

・地域消費型産業の生産性向上等に向けた地域づくり、
移輸出型産業の競争力強化等に向けた交通ネット
ワーク戦略

Phase2

大都市圏の整備を通じた地方都市等との重層的
な連携

・我が国をけん引する大都市の「知的対流拠点」（世
界をリードする拠点、国土の稼ぐ力を高める拠点）

・大都市と地方都市等との重層的な連携、そのために
必要な交通ネットワーク

Phase3

各地域の重層的な対流による「稼げる国土」
のあり方

・スーパー・メガリージョンの形成等を踏まえ、新たな時代の「知
的対流拠点」のあり方や、各地域の重層的な対流を促進する「稼
げる国土」のあり方を検討

※必要に応じ追加検討
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【機密性２】

・地域に魅力ある「しごと」を安定的に創出・維持するためには、域外からの企業・工業誘致のみに依存するのでは
なく、地域発のイノベーションを契機とした新産業の創出や既存企業の高付加価値化等内発的発展を促すことが重
要。このためには、地域特有の産業、知識、技術等の資源を集積させるとともに、域外から取り込んだヒト、モノ、
カネ、情報とこれらを結び付け、対流によるイノベーションを誘発することが必要。

・このため、地元の企業、大学、研究機関、地方自治体、金融機関等の産学官金等が連携し、知識と情報の対流を通
じたイノベーションや起業の拠点となる知的対流拠点づくりを推進する。

Phase1（地方都市を中心とした地域発イノベーション）

国土形成計画に示された方向性（第1部第3章第1節(1)個性ある地方の創生③魅力ある「しごと」の創出）

・サービス業や商業などの地域消費型産業は、地域の雇用の過半を支えるが、他の先進諸国と比較して付加価値生産
性が低く、改善の余地が大きい。

・このため、主要業種ごとに事業の内容・形態を踏まえ、活性化・生産性向上策を推進することにより、相応の収入
と安定した雇用の確保を図る。

・地域経済の分析を通じて域内へのサービスの供給構造を把握し、生活サービス機能のコンパクト化や公共交通ネッ
トワークの改善を推進することで生産性向上につなげ、域内のサービス需要に対応した提供体制を構築する。

（地域発イノベーションの創出、「起業増加町」の醸成）

（地域消費型産業の付加価値生産性の向上等）

○昨年8月に閣議決定された国土形成計画（全国計画）では、地方都市を中心とした地域発イノ
ベーションに関連し、以下に記す方向性が示されたところ。

○これらについて具体的な推進方策を明らかにし、重点的に取り組むことが求められている。

（移輸出型産業の競争力強化）

・製造業、農林水産業、観光業などの移輸出型産業は、域外から所得を稼得し、地域の経済発展をけん引する役割を
担っている。特に今後は、地域の産業がグローバルな視点を併せ持ち、産業競争力の強化や海外需要の取込み等積
極的な事業展開を戦略的に推進し、世界経済と直接つながりを持つことが重要。
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【機密性２】
地域発イノベーション、知的対流拠点のイメージ

価値ある情報等の融合により地域発イノベーションを創出する拠点。

構成する活動主体のフィールドを包含すると知的対流圏域となる。

※大学・研究機関、ものづくり産業、農林水産業、これらが有する製品・産品・技術・知識、景観等の観光資源
交通結節点等交通ネットワーク上の特性 など

①地域で磨き上げた最先端の研究や技術をもとにした新しい事業の創出（例：久留米市、鶴岡市）

②地域のものづくり集積や産地を活かした新しい製品や付加価値の高い製品の開発（例：備後圏域、鯖江市、湯沢市）

③多様な地域資源を基にテーマ性を持たせるなど付加価値を高めた新しい観光商品の開発（例：下伊那地域）

④地域で強みのある農産品等の機能性を活かしたブランド化やこれらを活かした付加価値の高い商品の

開発（例：江別市、甲州市、四万十町） など

①活動主体（＝対流主体。多様な主体。）

②活動主体を繋ぐコーディネート等を行う主体

（＝対流を起こす主体）

③活動空間（＝対流空間＝知的対流拠点）

④活動を支える交通ネットワーク

・地域のポテンシャルを発見する者・生み出す者
･･･ 大学・研究機関、民間事業者（商工業・農林水産業等）、個人、自治体など

・新たな事業を創出する者・既存事業の高付加価値化をする者（地
域のポテンシャルを磨く者）
･･･ ベンチャー企業、既存民間事業者（商工業・農林水産業等）、三セク、自治体など

・事業の創出又は高付加価値化を支援する者
･･･ 金融機関等（資金・経営サポート）、三セク（専門家による起業相談、低料金での

施設・機器提供等）、自治体（各種制度・支援施策の有効活用をサポート） など

・①の活動主体の巻き込み、繋がりのコーディネート、地域ブラン
ディングのための情報発信等を行う三セク、自治体など

・研究・実験等を行う施設（例：大学、試験研究機関）

・技術・産品等の地域資源を域内外に発信し交流を促す施設等
（例：インキュベーションセンター、伝統工芸館、道の駅、小さ
な拠点）など
※カフェ、図書館や、空きビル、空き家、廃校などの活用も考えら
れる。

・対流を加速化する交通ネットワーク
・地域発イノベーションの成果である付加価値の高い製品・商品の
物流等を支える交通ネットワーク

・付加価値を高めた新しい観光に必要な交通ネットワーク

ハードな空間のみならず、活動主体間のネットワークが

構築されている状態（バーチャルな空間・拠点）もある

地域発イノベーション（地域の強みとなり得る資源※を活かした生産性革命）のイメージ例

知的対流拠点のイメージ ※今後の検討を踏まえながら随時見直し・具体化。

知的対流拠点の４要素

9



【機密性２】論 点

１．地域発イノベーションを創出する「知的対流拠点」の形成

◆アウトプットイメージ（案）：地域発イノベーション創造マニュアル（仮称）

①地域の強みとなる資源を、どのようにして発見したらよいか。

②各活動主体がどのような体制づくり・手順を踏まえるべきか。（各地域の産学官金等の連携）

③知的対流のためにはどの様な場が必要か。（ハイスペック～既存空間、バーチャルな空間、地域づくりとの関係）

④地域発イノベーションの活動を支えるために、どのような交通ネットワークが必要か。

２．地域消費型産業※1の生産性の向上・移輸出型産業※2の競争力強化

◆アウトプットイメージ（案）：サービス生産性向上等に向けた地域づくりの方向性提示、
移輸出型産業の競争力強化等に向けた交通ネットワーク戦略

①地域消費型産業の生産性向上等に向けた地域づくりはどうあるべきか（小さな拠点、コンパクトシティ、連携
中枢都市圏等の地域づくりとの関係）

②移輸出型産業の競争力を更に強化するため、整備が進む交通ネットワークをどう活用すべきか（整備の進
展によって高まる位置の強みの発見とその活用）

Phase1（地方都市を中心とした地域発イノベーション）

※1 サービス業・商業等
※2 製造業・農林水産業・観光業等

10



【機密性２】

１．地域発イノベーションを創出する「知的対流拠点」の形成

検討の進め方

既に先行して進められている地域発イノベーション、知的対流拠点の取組事例を収集。

・事例選定のポイント

活動の背景・プロセス、活動主体とその役割・活動内容、活動を支える交通ネットワーク、活動の場、
行政の役割、地域づくりとの関係性、成果・課題・成功要因等を調査。

地域発イノベーション創造マニュアル（仮称）の策定。

２-① 地域消費型産業の生産性向上等に向け
た地域づくり

ⅰ）地方公共団体、特に市町村が積極的に関与している取組
ⅱ）地域のバランス（各ブロックから１テーマ以上）
ⅲ）内容のバラエティ（最先端研究、ものづくり、観光振興、農産品活用等）
ⅳ）都市レベルのバランス（人口30万を超える広域市町村レベルから人口5万人以下の集落レベルで）

主な交通ネットワークを抽出し、その整備状況の変
遷と、その位置の強みを踏まえた企業立地動向等の
事例を収集。

今後整備される交通ネットワークの活用も踏まえ、
移輸出型産業の競争力強化に向けた交通ネットワー
ク戦略の提示。

Phase1（地方都市を中心とした地域発イノベーション）

小さな拠点、コンパクトシティ、連携中枢都市圏等
の取組から、重層的な地域間連携を行う取組事例を
収集。

取組の背景、地域間での都市機能の役割分担や交通
ネットワークの改善の取組内容、それによる地域消
費型産業の生産性向上の効果、行政の役割、課題等
を調査。

地域消費型産業の生産性向上に向けた地域づくりの
方向性提示。

２-② 移輸出型産業の競争力強化等に向けた
交通ネットワーク

物流効率化や輸出促進の効果、共同事業の創出、観
光関連産業への影響等を調査。

11
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【機密性２】検討スケジュール

スケジュール・主な内容

Phase1 地方都市を中心とした地域発イノベーション

①地域発イノベーションを創出する「知的対流拠点」の形成
②地域消費型産業の生産性向上・移輸出型産業の競争力強化

第1回（8月）

第2回（9～10月）

第3回（11～12月）

第4回（1～2月）

第5回（3月）

・地域発イノベーション創出、知的対流拠点形成

に係る取組事例の紹介。

・委員からの発表（事例、問題意識など）。

・地域発イノベーション創造マニュアル（仮称）

素案の検討。

・地域消費型産業の生産性向上に向けた地域づく

りの方向性、移輸出型産業の競争力強化に向け

た交通ネットワーク戦略の検討。

①の検討

・各論点について整理。

②の検討

・（Phase2）大都市圏の整備、広域ブロッ

クにおける取組事例の紹介。

・部会への報告書（地域発イノベーション創造マニュアル（仮称）、地域消費型産業の生産性向上に

向けた地域づくり、移輸出型産業の競争力強化に向けた交通ネットワーク戦略）

Phase1（地方都市を中心とした地域発イノベーション）

・地域消費型産業の生産性向上に向けた地域づく

り事例、移輸出型産業の競争力強化に向けた交

通ネットワーク調査状況の紹介。
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【機密性２】

（参考）近年の地域づくり・地域間連携に関する取組

275,000人

175,000人

9,500人6,500人

57,500人

87,500人

77,500人

175,000人

500人 2,500人 7,500人

175,000人125,000人

57,500人 87,500人

27,500人

27,500人

42,500人

500人 5,500人

125,000人

77,500人92,500人

500人

175,000人 275,000人

275,000人

0人～ 5千人～ 1万人～ 2万人～ 5万人～ 10万人～ 20万人～ 50万人～

郵便局 銀行

一般病院
一般診療所

博物館・美術館

訪問介護事業

法律事務所

（出典）各種資料をもとに国土交通省国土政策局作成

飲食店

百貨店

映画館

有料老人ホーム

大型ショッピングセンター

大学

スターバックス・コーヒー

救命救急センター
8,500人

医療・福祉

対企業サービス

学術研究、
教育・学習支援

小売

宿泊・飲食サービス

生活関連サービス

金融

人口10万人以上の都
市（概ね30万人以上
の都市圏に相当）に
は高度なサービス施
設が立地

○ 様々なサービス供給は、需要の大きさ等を踏まえ、人口規模で施設立地がされる傾向。
○ 将来的に施設立地の状況は変わり得るものであるが、今後の都市機能の確保や都市間の連携
等を検討する際には、こうした状況を十分に踏まえて検討することが重要。

○サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模 (三大都市圏を除く)

30万人以上の都市
圏は、
2010年・・・61
2050年・・・43

へ減少
※三大都市圏除く

喫茶店

サービス施設の立地と人口規模
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【機密性２】

○地域の担い手となる人材確保（※２）、地域の稼ぐ力を高めるコミュニティビジネスの振興（※３）、都市農村交流などの農山漁
村の活性化（※４）等について、関係府省庁（総務省、農林水産省等）と連携して総合的な取り組みを推進

「小さな拠点」づくり ネットワークの形成

○廃校舎等の既存公共施設を活用

して行う施設の再編・集約、機

能再生等

（「小さな拠点」を核とした「ふるさと

集落生活圏」形成推進事業）

○地域住民による集落生活圏の将来ビジョン（地域デザイン）の策定
…ワークショップを通じて住民が主体的に参画・合意形成

○地域住民が主体となった多機能型の取組体制（地域運営組織）の形成
…地域デザインに基づき、住民や地場企業が役割分担を明らかにしながら、事業に取
組む体制を構築

○将来ビジョン（地域デザイン）に基づく地域運営組織の取組
…高齢者サロン、買物機能の確保、特産品開発などの事業を実施

○コミュニティバス、デマンドタク

シー、自家用有償旅客運送による

コミュニティ内の移動の維持・確保

（地域公共交通確保維持改善事業）

○事業者とＮＰＯ等の協働による宅配
サービスの維持・改善や買い物難民
支援等にも役立つ新たな輸送システ
ムの構築

地域住民が主体となったビジョンの策定と体制の構築(※1)

例：小さな拠点づくりに併せてコミュ
ニティバス・デマンドタクシーな
どにより交通手段を確保

例：周辺集落や市街地とつながる
生活交通の拠点づくり

例：旧役場庁舎を保育所、デイ
サービスセンター、体験宿
泊施設などに活用

例：スーパー撤退後の施設を
集落コンビニ、農産物出荷
拠点などに活用

例：廃校舎を公民館、図書館など
に活用

ふるさと集落生活圏

小さな拠点

例：事業者とＮＰＯ等の協働による
新たな輸送システムの構築

※既存住宅ストックの有効活用の取組みとも連携

○「道の駅」を地域活性化の拠点と

する取り組みを支援

（重点「道の駅」制度）

例：道の駅に特産品直売所、コミュニティス
ペース、役場機能、診療所などを併設

過疎地物流の確保

中山間地域等において、基幹集落に生活機能等を集めた「小さな拠点」を核に、道の駅等も活用し、周辺集落とのネットワーク
を確保した集落生活圏の形成を推進する。

※１ 総務省の過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 ※２ 地域おこし協力隊など
※３ 新型交付金（地方創生推進交付金）など ※４ 農林水産省の農山漁村振興交付金など
※この他、中間支援組織を活用した地域の取組サポート等について、新型交付金（地方創生推進交付金）により支援（内閣府） 14

（参考）近年の地域づくり・地域間連携に関する取組

小さな拠点の形成



【機密性２】

◆区域内における居住環境の向上
・区域外の公営住宅を除却し、区域内で建て替
える際の除却費の補助

・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案
制度（例：低層住居専用地域への用途変更）

●立地適正化計画（市町村）
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランを作成

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに
誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例
・民都機構による出資等の対象化
・交付金の対象に通所型福祉施設等を追加

○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等
の緩和

・市町村が誘導用途について容積率等を緩和するこ
とが可能

○公的不動産・低未利用地の有効活用
・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する
場合、国が直接支援

◆歩いて暮らせるまちづくり
・附置義務駐車場の集約化も可能
・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車場
の設置について、届出、市町村による働きかけ

・歩行空間の整備支援

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコン
トロール
・誘導したい機能の区域外での立地について、届
出、市町村による働きかけ

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◆区域外の居住の緩やかなコントロール
・一定規模以上の区域外での住宅開発について、
届出、市町村による働きかけ

・市町村の判断で開発許可対象とすることも可
能

◆公共交通を軸とするまちづくり
・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法）
・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用

・不適切な管理がなされている跡地に対する市
町村による働きかけ

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を
行うための協定制度

・跡地における市民農園や農産物直売所等の整
備を支援

◆誘導施設への税制支援等のための計画と中活法に基づく税制支援等のための計画のワンストップ申請

予算

予算

予算

予算

税制

※下線は法律に規定するもの

予算

予算

公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定

予算

・地方都市では、高齢化が進む中で、市街地が拡散して低密度な市街地を形成。大都市では、高齢者が急増。
背景

法律の概要

都市再生特別措置法改正

15

（参考）近年の地域づくり・地域間連携に関する取組

コンパクトシティの取組の推進



【機密性２】

16

（参考）近年の地域づくり・地域間連携に関する取組

定住自立圏構想の推進
※総務省提供資料

16

53

69
77

84
93

107

128

30

54

64 74
79

89

109

17

46

61

70 74 82
99

15

40

65

90

115

140

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28.5.31

中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機能等を確保する
「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。

【圏域に求められる役割】

①生活機能の強化（休日夜間診療所の運営、病児・病後児保育の実施、消費生活法律相談の実施、地場産業の育成 等）
②結びつきやネットワークの強化（デマンドバスの運行、滞在型・体験型観光・グリーンツーリズムの推進、生活道路の整備 等）
③圏域マネジメント能力の強化（合同研修の実施や職員の人事交流、外部専門家の招へい 等）

定住自立圏構想の意義

協定締結等圏域数

（市町村・圏域数）

定住自立圏構想への取組状況

宣言中心市数

協定締結等市町村数
４６３市町村
（H28.5.31時点）

ビジョン策定圏域数

定住自立圏に取り組む市町村に対する支援

各省による支援策

特別交付税

・地域公共交通の確保や教育環境の整備支援など、定住自立圏構想

推進のための関係各省による事業の優先採択

・包括的財政措置（平成26年度から大幅に拡充）
（中心市 4,000万円程度→8,500万円程度）
（近隣市町村 1,000万円→1,500万円）

・外部人材の活用に要する経費に対する財政措置

・地域医療の確保に要する経費に対する財政措置 等

※H27以前は4月1日時点の数値

圏域形成に向けた手続

中心市
②定住自立圏形成協定の締結
中心市と近隣市町村が１対１で、

議会の議決を経て締結

①中心市宣言

③定住自立圏共生ビジョンの策定
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載

近隣市町村

○人口５万人程度以上
○昼夜間人口比率１以上
○原則３大都市圏外 等

地方債

・地域活性化事業債を充当※ （充当率90％、交付税算入率30％）

※医療・福祉、産業振興、公共交通の３分野に限る

KPI： 2020年 140圏域（H28.5.31現在 109圏域）
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（参考）近年の地域づくり・地域間連携に関する取組

連携中枢都市圏の取組の推進

旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市

大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

岡山市

呉市

高知市

高松市松山市

徳島市

和歌山市

津市

倉敷市

鳥取市

姫路市
富山市

金沢市

長野市

福井市

豊田市
四日市市

静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市

甲府市 つくば市

水戸市

宇都宮市

長岡市
高崎市

那覇市

いわき市郡山市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

前橋市

新潟市上越市

広島市
松江市

北九州市
岐阜市

福山市
下関市

① 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏の意義とは

連携中枢都市圏に何が求められているのか

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

連携中枢都市圏をいかに実現するか
地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な

連携を可能とする「連携協約」の制度を導入

（平成26年11月１日施行）

平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成

を推進するため、国費により支援（21事業）

平成28年度予算においても１．３億円を計上し、引き

続き連携中枢都市圏の形成を促進

平成27年度から地方交付税措置を講じて全国展開

を図る

連携中枢
都市宣言

連携協約
の締結

都市圏ビジョン
の策定

【連携中枢都市圏の要件】
① 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核
市（ ）と、当該市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで
形成する都市圏

※ ただし、①を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市 （各市が昼夜間人口
比率１以上かつ人口１０万人程度以上の市）の人口の合計が２０万人を超え、
かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社
会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏についても、
①の都市圏と同等の取組が見込まれる場合においてこれを含むものとする。

は、三大都市圏

は、都市圏を形成している団体（１６団体）

は、平成２７年度促進事業実施団体（７団体）

連携中枢都市圏形成のための手続き

※総務省提供資料


